
渡辺： 今年度の市

長の大幅な子育て

支援充実政策は市

民に高く評価され、

特に保育料の第 2

子以降無償化事業

は先駆的な事業と

して県内外に大き

な反響を呼びまし

た。選挙戦では多くの方から好意的な反応を得

られましたが、未満児の理想の保育環境は母親

などとの一対一の関わりが重要であるとのご指

摘も頂いた。しかし、核家族化の進展や女性の

社会進出に伴って、未満児から保育園へ預けざ

るを得ない家庭が増えている現実もある中で、

できるだけ未満児を家庭で保育をしていただく

にはどうしたらよいのか。家庭で保育をしてい

る親御さんとの不公平感を是正するにはどうし

たらよいのか。市長の少子化対策、子育て支援

策をさらに充実させるため、次の 7 点を提案し

ます。

1. 未満児対象の保育事業である小規模保育・

家庭的保育・居宅訪問型保育・事業所内保育

を活用して充実を図る

2. 子育て支援センターを各地域に配置して、

出産から職場復帰への適切なアドバイスや

安心して家庭で保育できるように相談しや

すい体制をつくる。

3. 産後ケア事業の実施により子育て世代包括

支援センターを開設。

4. 一時預かりやファミリーサポートなどの子

育て支援の利用券を発行し第 2 子以降に無

料で利用できるようにする。

5. 育児休業給付金の 6 か月以降の 17％補給

補助さらに、年収(税込み)300 万円未満の

父母の育児休業給付金に８％の上乗せ補助

をして 67％支給から 75％に。6 か月以降

を 25％の上乗せ補助。

6. 就学前児童の医療費を完全無料化。

7. インフルエンザ予防接種助成事業の実施

市長： 未満児対象の保育事業でありますが、

ご提案いただきました内容がこの地域に合って

いるのかどうか。実態も見きわめ、基本的に未

満児につきましては、家庭の中で親がしっかり

と育てていただくことがまず基本にあるという

ことを私も訴えてまいりましたので、そういっ

たことも含めてこれから検討します。

子育て支援センターを各地域に配置する相談

体制と子育て世代包括支援センターの開設につ

きましても、これからの課題であると認識して

おりますので、検討を進めていきたいと思って

おります。

一時預かりあるいはファミリーサポートセン

ターの利用促進のための第２子以降の無料券の

発行についてですが、この一時預かりについて

は料金が魚沼市は非常に高いとご指摘いただき

まして、実態調査したところ、他市、近隣の市

町と比べて非常に高いという状況がありました。

今年度中にそれを解消できるどうか含めて検討

していきたいということで指示をしております

し、子育てに優しい地域を目指そうということ

で私のほうも考えておりますので、ここに格差

があってはいけないと思っておりますので、無

料化の部分も含めてこれから検討していこうと

思っております。

育児休業給付金の上乗せ補助について、これ

は制度的なものもあるかもわかりませんし、魚

沼市独自で内容について検討していく必要ある

と思っております。市の全体の財政運営の面も

含めて検討していく必要があり、今後の検討課

題とさせていた

だきます。

次に、子ども

の医療費助成の

就学前の児童の

医療費完全無料

化についてです

が、本市では平

成 27 年度より

入院の一部負担

金の無料化を実施しております。平成 29 年度

より対象年齢を中学校から 18 歳に達する以降

の 3 月 31 日までに拡充し実施をしておりま

す。現在のところ、就学前児童については受益

者負担の原則から、また県内の他市町の状況か

らも引き続き一定のご負担をお願いしたいと考

えております。

次に、インフルエンザの予防接種助成事業に

ついて、65 歳以上の方は、定期接種に位置づけ

られておりまして、費用の一部も助成をしてい

ることはもう既にご存じだと思います。児童に

対する助成につきましては、来年度から助成実

施を目指し、対象者及び方法についての検討を

していまして、有効性とまた副反応リスクにつ

いて、医師としっかりと連携をとりながら進め

ていきます。

 

魚沼市議会議員 渡辺 一美  

かずみ 通信

笑顔輝輝く地域めざして!!         20117 年 99 月 33 日号 Ｎｏ．1177 

 

平成 229 年年第 2 回回(66 月))定例会報告(会期 7 月 11 日～7 月 31 日)

子育て支援

少子化対策について

渡辺かずみの一一般質問 ～「議議会だより」掲載外の質質問～ 

6 月 25 日市議会議員選挙におきまして多くの皆さまからご支持を頂き、7 月 3 日より 3 期目

の市議会議員としてスタートいたしました。 例年は６月中に開催される第２回定例議会ですが、

７月 11 日から開催した平成 29 年第 2 回定例議会の報告をさせていただきます。3 期目最初の

「かずみ通信」です。3 期目も誠心誠意活動してまいりますので、どうぞよろしくお願い致します。

 

 

〒9946-000755 

  魚沼市吉田 2280-44 

    Tel 025--792--4791 

     faxx     792--5883 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 229 年年第 3 回回(99 月))定例会はは、平平成 28 年年度の決算を審査すする議会です。その前前に平成 227

年度決決算の地方債残高とと積立金残高を県内の｢｢類似団体｣｣と、、また｢｢経年的に｣｣比較し掲掲載します。 

 魚沼市議会は昨年 10 月、平成 27 年度一般会計決算を不認定としましたので、比較分析する

ことで、より不認定の理由もわかりやすくなればと考えます。

魚魚沼市は住民一人あたりの貯金額は 3354,329 円。県内類似団体一一番少ない胎内市の約 33 倍。 

一方、、借金の額は 8808,668 円。一一番少ない小千谷市の約 2 倍倍です。貯金も借借金も一番多い市。。

積立金現在高（人口１人あたり）       単位：円

魚沼市 全国類似団体平均 小千谷市 阿賀野市 胎内市 都道府県内類団平均

354,329 231,414 197,674 140,169 123,442 203,904
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魚沼市の貯貯金(積積立金)とと借金(地地方債)のの類似団体比比較較 

地方債現在高（人口１人あたり）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
魚沼市 全国類似団体平均小千谷市 阿賀野市 胎内市

808,668 580,821 440,883 561,443 657,092

都道府県内類団平均

617,022
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魚沼市の貯貯金(積積立金)とと借金(地地方債)のの推移 

平成 28 年 1 月 1 日現在 魚沼市 小千谷市 阿賀野市 胎内市 都道府県内類団平均

人口 （人）  38,187 37,130 44,251 30,558 37,532

人口増減率(前年比) -1.9% -1.3% -1.1% -0.9%

｢類似団体｣とは、地方公共団体を人口規模や産業構造によって分類した団体のことで、新潟県内の

魚沼市と同じ分類の｢県内類似団体｣は、小千谷市・阿賀野市・胎内市です。

魚沼・・阿賀野・・胎

内内の合併自治体

３市は、、後から借

入入金の７割をを交

付付税で保証して

くれる有有利な借

金((合併特例債))を

借借りているので

合併していない

小小千谷市より住

民民一人あたりの

借借金のの額が多多い

事が分分かります。。 
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千円 積積立金の経年的推移
積立金現在高 うち財政調整基金
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地地方債現在高・地方債発行高・元利償還金

40 000 0000

地方債発行高 元利償還金

地方債現在高

平成 227 年度決決算が不認定となった要因のひとつに、、財政調整基金の残高の多多さがありました。上のググラフ

から平成 222 年度かから増え始めているのが分かります。財政調整基金の適適正な積立額は、標準財政規模のの

10～～15％％といわわれており、魚魚沼市では 17 億億円～24 億億円位です。平成２２７年度末末、５５６億円以上の残残高

がありました。一一方地方債は平成２７年度にに元利償償還金以上の発行額額とななり、ここれから新庁舎の起起債が予定

されてていますが、できるだけ起債を押さえ新庁舎の建建設費用を縮小する必要があっった事が分かります。 


